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令和３年度新潟県多面的機能支払制度第三者委員会 

議事概要 

 

 

１．日時 

令和３年１２月２３日（木曜日）１３：３０～１５：３０ 

 

２．場所 

新潟県自治会館４０１会議室 

 

３．出席者 

別紙のとおり 

 

４．議事概要 

（１）制度の概要と中間評価の位置付け、実施状況等について（第１～３章） 

○山田委員 

・ 活動組織の構成員として、地域外から活動をカバーしてくれる NPO が入ること

で、活動が活発になれば地域にとってもありがたいと思う。NPO の構成員数が減少

している理由や、どのような性格の団体が参画しているか深掘りすべき。 

 

○五十嵐委員 

・ 今後、生態系保全の問題も温暖化と同じかそれ以上に重要性を増してくる。国際

自然保護連合のネイチャーベースドソリューションという考え方は、農林水産省

も非常に力を入れて取り組もうとしている。新潟県は、朱鷺が非常に大きな存在

であり、朱鷺と歩む、生物多様性を担保した農業が行われる状態を作っていくこ

とが重要。このような観点から、活動組織の生態系保全に関する活動として行わ

れている「生き物調査」の結果をとりまとめてデータベース化できないか検討し

てほしい。書類が増えると対応できない組織もあると思うので、ICT 化を進めて、

簡単にスマートフォンで入力して書類ができあがる仕組みなども考えてはどうか。 

 

○古澤委員 

・ 交付金を使うに当たって、活動の質を高めていくことに繋がらないと、事務等の

負担感だけが高まっていってしまう。事務負担の軽減は重要だと思うが、活動の

充実化・広がりを高めていく視点を強く出す必要があるのでは。 
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（２）多面的機能支払交付金の効果について（第４章） 

○山田委員 

・ 鳥獣被害対策について、評価では６割以上が役立っていると答えているが、実際

の県の鳥獣被害は増加しているので、結果にギャップを感じる。鳥獣害対策は部

局横断的に取り組んでいかないといけない課題であると思うが、「役立っていない」

という数を減らしていくよう進めてもらいたい。 

 

○古澤委員 

・ アンケートは主観的な評価がメインになっているので、本来は客観的な評価も

加える必要がある。また、当事者にヒアリングをすることで、定性的な評価も反映

できるとよい。 

・ 評価が B、C となっている項目について、なぜそのような評価となっているのか、

分析をして課題を抽出するということも必要ではないか。例えば、生態系への影

響は多面的機能支払の枠組みだけではなく、有機農業等の環境保全型農業への取

組みなどが関連して変化するため、他の事業との相乗効果があるかどうかという

視点は重要。また、県内で上手くいっている組織とそうでない組織があるかとい

うことを、組織体制や地域類型でクロス集計を進めることで明らかにできるので

はないか。 

・ 中間評価書では広域・広域以外を単純集計した結果となっているが、より詳細な

分析をして今後の活動の効果を高めるための方向性を定める必要がある。少なく

とも、それら別に集計を載せた方がよい。 

・ 広域化による変化について、活動が多様化した、リーダー後継者が確保しやすく

なった、他集落との連携、NPO・学校との連携の効果が低い。これは広域化を事務

負担の軽減に重点を置いて推進したことが原因で、広域化のメリットを十分に活

かせていないとも見える。 

・ 多様な主体の参画について、女性役員２名以上によって活動の質が高まってい

るのは興味深い。ただ、女性１人の場合と０人の場合も併せて示した上で、女性２

名の場合は更に質が高いことを示した方がよい。 

 

（３）自己評価・市町村評価、推進活動状況について（第５、６章） 

○五十嵐委員 

・ 説明会を zoom で行うようにして、録画しておいて、何度も繰り返し見られるよ

うにしてはどうか。 

・ 事務を分担して行えるようなグループウェア（Google スプレッドシート等）を

作るというアプローチも将来的には事務支援という観点で必要だと思う。グルー
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プウェアをつくれば、活動内容を共有しやすい形にもなる。ICT 化をバックアップ

してあげられるとよい。 

 

○坪谷委員 

・ 「パンフレットが参考になっていない」は、「もう十分、分かっているから参考

になっていない」という意味が多いと思う。質問の仕方に工夫が必要と思う。 

 

○古澤委員 

・ 市町村が行う推進活動について、市町村の自己評価になっているが、活動組織の

立場からみた評価も重要だと思う。活動組織のニーズと市町村の長期的な視点で

働きかけていく方向性をうまくすり合わせていったほうがよい。 

 

○森井委員長 

・ 制度研修会は、見方を変えればイベントやメディアを通じた広報活動という気

がする。非農業者の方が制度研修会に参加し、こういう活動があると知って 1 人 2

人でも活動参加者が増えるとよいと思うので、研修会をうまく利用しながら、広

報活動に手を広げていくということを考えてはどうか。 

 

（４）取組の推進に関する課題、今後の取組方向等について（第７章） 

○森井委員長 

・ 方向性の「活動組織の広域化や各種研修会を活用した次世代リーダーの育成」

は、方向性としてあげるのはいいと思う。 

 

○五十嵐委員 

・ 企業や消費者との連携が抜けているのはよくない。生物多様性を守ることに企

業も積極的に参画していったほうがよいと思う。新潟県は食品系の企業などお米

を使う企業が多いので、それらを巻き込んでやっていくような括りにしてはどう

か。 

・ 方向性に、環境や生物多様性といったキーワードがあるとよいと思う。温暖化防

止や生物多様性といった環境に対しての支払いをもっと充実していくような方向

性を加えていただきたい。 

 

○山田委員 

・ 課題や方向性に、戦略の一本化ということが出ていて、大事なことだと思いまし

たので、この方向性については評価したいと思う。 
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○坪谷委員 

・ 水路、農道、農地は全部繋がっていて、一連の草刈をしているのに、それぞれの

活動項目に分けなければならない。こういったところを簡素化していってほしい。 

 

○森井委員長 

・ 地域資源保全管理構想は、各集落が将来について考え、進めていってもらうのが

狙いだと思う。作成において出た意見は、市町村や県が理解、把握して、地域の保

全管理や地域作りにフィードバックしていくことで、将来の地域づくりに役立つ

と思う。 

 

○古澤委員 

・ 提案は事務負担の軽減を強調しており、現在の取組に対する評価への提案とし

ては弱い印象。共同活動の費用と便益の両面を見る必要があり、事務負担の軽減

は費用の中の一部を下げるということで大事だが、効果を高めるという視点で踏

み込んだ内容がなく物足りない印象。 

・ 他の事業との相乗効果という視点で、制度の改善に対する提案ができるとより

いいのではないかと思う。 

 

○森井委員長 

・ 今回の中間報告で対処するのは難しいと思いますが、データの分析方法等、各委

員からの意見を踏まえて、今後検討していっていただければよいと思います。 

 

以上 


